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第二部 パネルディスカッション 

「我が国企業の内部統制制度導入の現状と課題 

－2008年度の強制適用を踏まえて－」 

 

≪コーディネーター≫ 

青山学院大学大学院教授 

八田 進二 

≪パネリスト≫（お名前50音順） 

大和証券ＳＭＢＣ株式会社 事業調査部長 シニアコーポレートアナリスト 

引頭 麻実 

太陽ＡＳＧ監査法人 総括代表社員 

梶川  融 

株式会社東京証券取引所 常務取締役 最高自主規制責任者 

長友 英資 

キッコーマン株式会社 常務執行役員 経営企画室長 

堀切 功章 
 
 
 
 多賀谷 たいへん長らくお待たせいたしました。ただ

いまより、プロネクサス総合研究所開設記念フォーラム

第二部を開始いたします。 

 第一部では会社法の側面からお話をいただきました

が、第二部では金融商品取引法の側面から、内部統制制

度導入の現状と課題について、企業経営、投資家、取引

所、そして監査の視点から、各界の最前線にいらっしゃ

る方々にお話を頂戴したいと思います。それではさっそ

くご登壇いただきましょう。 

 本日のコーディネーターは、金融庁企業会計審議会内

部統制部会部会長の青山学院大学大学院教授、八田進二

様です。 

 なお、ご登壇いただいた皆様のご略歴に関しまして

は、お手元の資料をご覧ください（54、55頁参照）。 

 それではここからは進行役を八田先生にお願いしたい

と思います。それではよろしくお願いいたします。 

 

≪はじめに≫ 

 八田 ご紹介いただきました、青山学院大学の八田で

す。 

 これから第二部はパネルディスカッション、「我が国

企業の内部統制制度導入の現状と課題」ということで、

まさに去る11月21日、一般事業会社の関係者の方々は待

ちに待ったといいますか、首を長くしてという状況がふ

さわしいのかもしれませんが、金融庁企業会計審議会内

部統制部会で進めてまいりました、内部統制に関する実

施基準案の公開草案が公表になりました。2008年度の強

制適用ということですが、実際には来年2007年４月１日

が適用前年度のため、もうすでに試行段階に入ってまい

ります。したがいまして、実践の部分で議論をしていか

なければいけないということから、今日このテーマが与

えられたと思います。 

 そこで、これから４名のパネリストの方々と討論をさ

せていただきますが、進め方に関しまして一、二、先に

ご説明させていただきます。 

 最初に私のほうで今回の制度に関する概要を、非常に

急ぎ足ではございますが、ご説明させていただきます。

次に、各パネリストの方々に、短い時間ではあります

が、このテーマに即してお考えになっている現時点での

スタンス、あるいは問題提起等につきましてご報告をい

ただき、その中でコアになるテーマを抽出いたしまし

て、後半の方での討論をさせていただきたいと思ってお

ります。 

 

≪内部統制制度を巡る現状・経緯≫ 

 今日は11月21日に公表された実施基準の公開草案のポ

イントをまとめた資料をお配りしています（追加配布の

パワーポイント資料／38～43頁参照）。これに即しまし
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て、私のほうで簡単に今回の制度についてご説明をし、

これからの討論に関する道筋を示させていただきたいと

思います。 

 また、こういった大勢の会場ですと、内部統制に関す

るご理解にも非常に温度差があるということを常々感じ

ておりますので、金融商品取引法の中における制度がど

ういう視点で導入され、そして今、どのような状況に

なっているのかのまとめも、一応、参考資料として作成

しておきました（44～53頁参照）。 

 ご案内のように、11月21日、全93ページにわたるこの

実施基準の公開草案が公表になりました。そして、ちょ

うど１か月後の12月20日までコメント招聘期間が設定さ

れておりますので、関係者の皆様も十分にお読みいただ

けることになったわけです。これにつきましては、ちょ

うど１年前の2005年の12月８日ですが、28ページもの

の、いわゆる部会の基準案というものが公表されてお

り、ここでは三つの柱での内部統制に関する基準案の体

系になっておりました。 

 一つがいわゆる内部統制に関して共通の認識を持って

いただくための内部統制の基本的枠組みに関するとこ

ろ。二つ目が、実際に企業側のほうにおいて依拠してい

ただくという観点での、財務報告に係る内部統制の評価

及び報告の基準というものです。そして三つ目が監査の

基準です。 

 したがって、それに即して今回の実施基準の公開草案

も３本柱で構成されているというわけです。2005年12

月、この部会案が成立したときに、その後の作業として

当局は、実施基準に係る主な検討項目として28項目を列

挙しました。結果的にはこれに一つひとつ丁寧に答える

かたちで、今回、実施基準が策定されているとご理解い

ただければよろしいかと思います。 

 ちなみにこの制度は、私が縷々申し上げるまでもな

く、2006年の６月に成立し公布になっております金融商

品取引法の中で規定されることとなった、企業内容等の

開示制度の整備、いわゆるディスクロージャー制度の整

備のために導入が図られたものであり、そこでは二つの

大きな柱が打ち込まれました。一つは四半期開示報告制

度、いわゆる四半期報告とそれに対するレビューです。 

 そしてもう一つが、これまで経験したことのない内部

統制報告制度です。そこでは「内部統制」という言葉を

直接的に使うのではなく、「財務計算に関する書類その

他の情報の適正性を確保するための体制の評価制度」と

称しています。一方、この５月から施行になりました会

社法の中でも、違った言い回しではありますが同様の内

部統制問題が取り上げられています。しかし、これにつ

きましては中村弁護士から詳細なご説明と、金融商品取

引法におけるその基本的な考え方まで、すでにご説明が

ありましたので、私ども後半のほうであまりお話をする

ことがないのではないかという気持ちを持っておりま

す。 

 この金融商品取引法の中で述べられている評価制度に

関する報告の開示、これが今回の内部統制報告制度であ

り、四半期報告制度と併せた両方の開示制度に関して

は、やはり企業側において一定の準備期間、あるいは作

業期間が必要であろうということから、約２年、据え置

いたかたちの2008年４月１日開始の事業年度から適用に

なるということです。そこで今まさにその準備段階で、

皆さん方は取り組んでおられるわけです。 

 ところでこの93ページからなる実施基準案の策定のポ

イントは、あらためて申すまでもなく、まず基本的な考

え方として、内部統制というものは各個別の企業におい

て整備、構築する場合に、これは個々の組織が置かれた

環境や事業の特性等によって異なるものであり、すべて

の組織に適合するものを一律に示すようなことはできな

い、ということです。例えば、今回の実施基準を待ちか

ねていた方の中には、料理本のレシピのように、ただそ

れに従っておけば何か自分のところの内部統制が構築で

きるとお思いになっていた方がいるかもしれませんが、

そういうものは出す必要もないし、出るわけもないし、

出してもらっても困るわけです。 

 ということは、ある程度のミニマムな部分の、ここだ

けは省いてもらっては困るという視点、そして、あとは

その上に各自各様、知恵と創意工夫を凝らして、よりよ

い経営ができる方策を構築してもらいたいという視点で

の規定になっているということです。しかし、その場合

であっても、全く裁量の部分だけに任せっぱなしにして

しまうと、やはり足並みがそろわないという観点から、

今回はこれを標準化という一点が指向されたというよう

に理解できると思います。 

 加えて、米国での実務対応の中で最も批判的な部分と

いうのは、やはりコストの課題です。これにつきまして

は昨年度の部会案でも、やはりコスト効率を考える内部

統制を考えていくのだということから、制度の実効性を

保った上でのコスト効率的な対応を指向しているという
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ことです。後でもご説明申し上げますが、今回の実施基

準案では、おそらく金融庁がこれまで公表した文書の中

ではなかったであろう、具体的な数値というものが複数

示されています。 

 これは示すことによって、プラスマイナス両方の意味

があると思います。例えば数値を示すと、それが一定の

目標、最高水準になって、ここまでやればいいんだね、

あるいはこれですべて免責されるんだねというような安

易に考える向きも想定されるということです。かといっ

て、逆に何もないと、我々は何を最低限、ミニマムスタ

ンダードとしてやればいいのかわからない。こういう両

方があるわけですが、この数値を、注意書きの中ではあ

りますが、挿入したことにつきましては、おそらく当局

を含む内部統制部会の大英断ではないかと思っていま

す。そしてこれについては、やはり私が耳にする限り、

一般事業会社の方々から見ると、非常に好意的に受け

取っていただいているようです。ある程度、やはり見え

るかたちの内部統制構築が我々も可能になってきたのだ

というような評価をいただいているようです。 

 そこでこの３本柱の部分のそれぞれのポイントについ

て、二、三、ピックアップしたところをお話し申し上げ

ます。まず基本的枠組みです。これにつきましても、当

初から内部統制について四つの目的と六つの基本的要素

をお示ししました。そこで、もう少しかみ砕いて示して

もらいたいとの要望がありました。 

 そして、これをベースに内部統制を構築するというこ

とがあって、ここでは六つの分野、六つの基本的要素で

すが、これにつきまして最低限、構築の要点となる16項

目を列挙しています。ある程度、チェック項目的な理解

の中で構築ができるだろうということから、先ほど中村

弁護士のお話にもありましたが、まず２番目の総論の次

の構築、ここが非常に、お読みいただくと役に立つので

はないかというようなところが示されているわけです。 

 それと同時に、複数の図表を具体的に例示することに

よって、このぐらいのものをベースに、各社、文書化の

対応として取り組んでいただきたいということです。通

例、「内部統制の３点セット」などとおっしゃる方もお

られますが、業務の流れ図、業務の記述書、そしてリス

クと統制の対応の部分について、簡易な例も示している

というわけです。 

 企業側における一番の注目点は、評価及び報告のとこ

ろです。これは再三、申し上げているように、今回の内 

 

 

 

 

 

 

 

部統制の主人公は経営者であるということ。これはもう

誰疑うこともない正しい理解であります。したがって、

経営者による評価及び報告のプロセスについて、さらに

これを具体的に説明しているということが言えると思い

ます。 

 そしていわゆる木を見て森を見ないような内部統制の

評価ではなくて、やはり全体を鳥瞰する。そしてどこに

問題があるのかということを、一番の当事者である経営

者に評価していただきたいということから、再三にわ

たって全社的な内部統制の評価ということを言っていま

す。 

 そしてその場合、全社的な内部統制という場合の評価

項目には何があるのか。これもやはりなかなか漠として

わからないというご意見がございましたので、六つの基

本的要素、これは構築のための要素であると同時に、

後々、有効性評価の判断基準にもなってくる、というこ

とから、全部でこの六つの基本的要素に関して42の評価

項目を公表しています。これもおそらくチェックリスト

として利用することができるのかなと考えております。 

 さらに経営トップの立場から、いわゆる積み上げ式の

評価ではなくて、トップダウン型の、どこにリスクがあ

るかということを考えて、限られた資源を重点投入し

て、重要な欠陥をできるだけなくし、そして健全な財務

情報が担保できるような方法を採用してもらうというこ

とから、これをもってトップダウン型のリスクアプロー

チということで、基準案の中でも説明しておりました。

実施基準案でも、全社的な内部統制の有効性を評価した

うち、必要な部分について業務プロセス、すなわち、業

務の末端の部分にまで足を踏み込んでいくわけですが、

その際にあっても、全部見ることは不可能です。 

 そこで評価範囲の選定にあたり、今回の実施基準案で

は、重要な事業拠点の選定という考え方を示しており、

それは連結ベースで公表されてくる有価証券報告書です

から、その中でも特に財務情報に重要なキーになる利

益、その源である売上高、これを一定の割合に達するま

八田進二氏
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での拠点のところを重要な拠点とよび、それをおおむね

３分の２程度の売上高に到達するところまでを、一応、

重要な拠点と選定することでいかがなものかという考え

方を示しているわけです。 

 ただ、それが企業によっては、売上で見るよりも他の

項目で見るほうが、やはり拠点の軽重を問うことができ

るというならば、おそらくそういった別の要素を導入す

ることも否定するものではないと思われます。 

 そしてその選んだ拠点に関しては、今度はそれを全部

見るのかといった問いかけがあるはずです。これもまた

米国のようにすべての勘定科目を、カバー率９割とか９

割５分まで対応するなんていうのはクレージーな話だと

いうことから、やはりある程度、リーズナブルな状況、

そして私たちが、あるいは金融商品取引法がねらってい

るのは、これはあくまでも会計情報、財務報告の信頼性

をより担保したいということから、制度に見合った効率

化も必要だといった視点が示されることになったという

ことです。 

 通常、財務諸表が歪曲される、ゆがめられるというの

は、これは粉飾であります。おそらく利益減らしという

こともありますが、公開会社の場合には、通常は過大な

利益を計上したいというインセンティブが働く。利益操

作の主要科目は売上高、売掛金、棚卸資産です。これは

伝統的な不正事件を検証する限り、不正の温床はこの３

つの勘定科目の場合が多いと言ってもいいと思われるこ

とから、ここだけはやはり落とせませんよということが

あって、３勘定を具体的に示し、原則、これについては

業務プロセスの全体を評価していただくということで

す。 

 しかしそれ以外はカットしていいと言っているわけで

はない。特にこの中でもリスクの高い項目、これは見積

りや予測にかかわる会計処理項目。こういったものはや

はり重点的にやっていただきたいということから、メリ

ハリをつけた評価。これをもって、部会の中でもありま

した、評価範囲の絞り込みということに実施基準では応

えようとしたわけです。 

 そしてそういった内部統制の評価をしていくうちに不

備が出てくる。そのうち特にディスクロージャーに悪影

響を及ぼす部分、これが開示対象になるし、早期の是正

措置が求められるものであって、重要な欠陥となる。で

はどの程度をもって重要と考えるのか。これは質的、金

額的な判断が働くわけであるし、財務諸表監査をしてい

る監査人であるならば、ある程度の重要性判断基準を

持っているわけですが、まあまあ見えるかたちで何か示

したほうがよいのではないかということから、作業部会

のほうでもかなりの時間をかけて、一つの例として、連

結税引前利益のおおむね５％程度の影響を及ぼすような

不備の場合、これは重要な欠陥ではないのかということ

が示されたわけです。 

 同時に、当然ながら経営者が行っていく評価範囲の絞

り込みについては、ある程度、説明責任と監査に耐えな

ければいけない。後で監査を受けたら、それではだめだ

と言われたら困る。そういうことから円滑なコミュニ

ケーションを図るという観点から、経営者と監査人は折

に触れ、必要に応じて、協議をしてもらって、意見調整

を図っていただきたい。こういうことを再三言っている

わけです。 

 当然ながら、監査は内部統制の監査が主目的ではな

く、財務諸表の信頼性と財務諸表監査の信頼性の向上を

目指した一体監査が基本です。そのために部会報告で

も、同一の監査責任者が監査を担当するということ。し

たがって、それを踏まえるならば、より効率的、効果的

な監査も期待できるだろうということです。 

 日本では「ダイレクト・レポーティング」という、経

営者側のメッセージないしアサーション（主張）のない

ところで、監査人側の全責任において業務プロセス等の

統制ポイントについて監視をするという、「直接監査」

は採用していない。このことによって、かなり批判的な

ご意見をおっしゃる方もおられますが、これはアメリカ

と違って財務諸表監査とリンクするかたちで行っている

ことによって、十分に監査の実効性は確保できるだろう

と、我々は考えているわけであります。 

 思うに、この内部統制監査の効率性を担保するための

対応として、今申し上げたように、財務諸表監査との一

体監査、あるいは補完監査、あるいは相互融通監査。こ

れは私が勝手に名づけているわけですが、このように非

常に密な連携を取りながら内部統制の監査を行うこと

で、監査計画の策定から監査手続きの実施、そして監査

証拠の入手において、それぞれに利用ができるような、

あるいはそれぞれにお互いを補完するような対応が取れ

るのではないか。そして経営者が行った評価範囲の絞込

みについては、経営者との協議をすることによって、後

日、意見の齟齬が生じないということも確保できるとい

うことです。 
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 ただ、全社的な内部統制の評価だけで終始することは

だめであろうと思われます。おそらく必要な部分におい

て業務プロセスに至っていくだろう。その場合、監査人

はどのくらいのサンプルを抽出すればいいのか。これも

統計上の議論を踏まえまして、一つの、ある特定の統制

上の要点、項目に関しましては、90％以上の信頼性を確

保するためならば、おそらく25件のサンプルぐらいが必

要なのかなといった目途も一応、注のところで示してい

るわけです。これが総論ですが、まだまだご議論いただ

かなければいけない個別論点がいくつかあります。 

 例えば、今回、日本独自として、基本的要素の中に

「ＩＴへの対応」というのが入った。この詳細はどう

なっているのか。これはお読みいただくとわかります

が、総ページ93ページのちょうど７分の１のページを割

いて、ＩＴ絡みの議論がされています。それぐらい、や

はり正しく理解いただきたいということの、この部会で

のメッセージだと受け取ってもらってもよろしい。 

 あるいは内部統制は経営者の権限によって無効・無視

される場合があるけれども、その中によく似た言葉で

「逸脱」という言葉があります。これは既存の制度をそ

のまま使うことによって、かえって内部統制がゆがめら

れてしまう場合には、それは望ましい経営者の権限の行

使ということで、「逸脱」という言葉も入っている。 

 そういうことで一つひとつ、まだ説明したいこともあ

りますが、今日は個別論点にまで至ることはできませ

ん。一応、ここでクエスチョンマークをつけて、「こう

いうのはどうなのかな？」という、たぶん実務社会では

ご質問が出るのかなという点について列挙しておきまし

たので、後で参考にしていただければと思います。 

 例えば、委託業務。アウトソースした場合、任せっぱ

なしはだめです。例えばこれに関しましては、ＩＴと

か、コンサル部分に関して、全部、他の第三者に委ねた

場合、あとは任せっきり。それは認めません。主人公は

あなた、経営者です。あなたが全責任を負いなさいとい

うことから、どのような対応を取るべきかということ。 

 あるいは内部統制は生き物だと言われている。当然

ながら、定義でも「プロセス」と言っていますから。そ

れを一定時点で区切って、有効か否かと答えること自体

が、論理的に矛盾があるのではないか。なぜ、期末日時

点での評価に限られてよろしいのか。こういった説明も

入っているわけです。この点はゆっくりお読みいただけ

ればと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

≪内部統制制度に関する現状認識≫ 

 八田 ではこれから各４名のパネリストの方々にそれ

ぞれ問題提起をしていただきます。よろしくお願いしま

す。それでは最初、企業側ということで、堀切さんから

お願いいたします。 

 堀切 キッコーマンの堀切です。本日、私は企業の立

場からということで、この席に座らせていただいており

ます。私どもの会社では、まだこの内部統制制度の対応

というのは緒に着いたばかりで、ここにいらっしゃる企

業の中には、もうずっと先に進んでいらっしゃる企業も

たくさんおありになると思います。そういう点で参考に

なるかどうかわかりません。また、企業を代表してとい

う大それた考えも持っておりませんで、あくまでも私ど

もの会社の事例紹介ということでお受け取りいただけれ

ばと思います。 

 それでは私どもキッコーマンの内部統制制度導入の現

状と課題ということについて、簡単に申し述べていきた

いと思います。まず、私どもの会社の概要、それから一

般的な内部統制制度の課題についてどう考えているかと

いったこと。それから３番目に当社グループにおける具

体的な取り組みの内容、現状について申し上げたいと思

います。 

 私どものキッコーマングループですが、2007年３月期

の売上予想は約4,000億円弱です。営業利益が200億円、

総資産3,500億円弱、関係会社数が67社、従業員がグ

ループ全体で7,000名強という概要です。 

 キッコーマンというとご承知のとおり、しょう油を中

心といたしまして食品、あるいは酒類の製造販売を主に

しておりますが、昨今は特に海外での成長が非常に大き

く、売上におきましては海外が約３割弱で北米が中心で

す。それに対しまして利益面では約半分を海外が負って

いるということで、海外のウェイトが非常に、売上、利

益の面でも大きくなってきているのが現状でございま

す。 

 そういう関係で、関連会社としては、国内、海外、連

堀切功章氏
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結対象は34社、国内13社、海外21社ということです。そ

ういう意味では今、グループ経営の推進ということを重

要に考えていますが、経営理念、あるいは経営方針の共

有化といったことと同時に、やはりリスクマネジメント

であるとか、コンプライアンスの問題とか、グループ全

体の内部統制の必要性というものが非常に高まってきて

いるということを感じています。以上が私どものグルー

プの概要です。 

 ２番目に内部統制制度の課題について今、八田先生か

らもお話がございました実施基準案の公表を受けて、率

直な企業サイドの意見を申し上げさせていただきます

と、企業サイドの裁量が大きいということです。基本的

な考え方の中に、個々の組織の置かれた環境や事業の特

性によって異なり、すべての組織に適合するものを一律

に示すことはできないし、できるわけがないということ

を今、先生がはっきり申されたわけですけれども。 

 企業サイドからいたしますと、そうは言っても、企業

における裁量が大きい分、やはり整備、運用の段階で、

本当にこれでいいのだろうか、十分なのだろうかという

不安が大きくなる可能性は高いのではないか。その不安

解消のために、必要以上の費用、あるいは時間、労力を

かけて対応してしまう可能性が高くなるのではないか。

そういう意味では企業サイドからの要望としては、より

詳細なガイドライン等の存在があれば、過度な費用負担

という事態が回避されるのではないかということを考え

ているわけです。 

 それでは３番目に、実際に私どもの企業の中における

内部統制制度の対応についてということで、その概要を

お話したいと思います。あまり実務的な話ではございま

せん。むしろ考え方ですとか、枠組みですとか、そう

いった視点でのお話になると思います。 

 まず、ここで社内プロジェクトを立ち上げました。や

はり円滑なプロジェクト業務を推進するためには、トッ

プダウン型の体制が必要だろうという考え方で、そのよ

うな体制を取りました。 

 そして初期のプランニングレベルを重要視していこう

と考えています。先ほど申しましたように、国内、海外

の関係会社がいろいろあるわけですが、まずは親会社の

部分でしっかりしたプランニングをいたしまして、そこ

からグループ会社へ展開していくというようなプロセス

を取っていこうと考えています。不用意に最初からばっ

と網をかけてやろうとすると、やはり不必要なコストも

かかりますし、うまくいかなかったときの影響もそれだ

け大きいという心配も、我々としてはあるわけです。 

 次にプロジェクトの体制です。プロジェクトの最高責

任者に私がなっていますが、この上に当然、取締役会が

あるわけです。プロジェクトの運営委員会として経営企

画、監査、情報システム、経理、あるいは海外事業、関

連のグループ各社の代表等、これでプロジェクト運営委

員会というものを組織しました。 

 そこでのミッションというのは、まず予算の確保と方

針の決定、そして重要な意思決定。それからプロジェク

ト全体の流れの監督を、そのミッションといたしまし

た。 

 実際にはその下にプロジェクトのワーキングチームを

組みます。これは各関係部門、特に財務報告に係る内部

統制では経理部が直接の担当部署ということで経理部か

ら５名、経営企画１名、監査１名、情報システムから２

名、人事１名という陣容で、とりあえずこれをコアなメ

ンバーとしてスタートいたします。当然、作業が進んで

いけば、関連課所の担当がそこに加わってきます。ここ

ではプロジェクトの運営委員会への報告、あるいはグ

ループ全体での進捗管理、プロジェクト全体の計画立

案。それから評価対象会社間での評価方法の整合性の確

保等、具体的な実務レベルでのワーキングチームという

ことです。 

 先ほど申しましたように、まず親会社からしっかりプ

ランニングをしよう。その上で対象をグループ会社に広

げていこうということで、タイムラグは２か月から３か

月を考えています。 

 また監査法人にもアドバイザーとして、このプロジェ

クトに加わってもらう。こういう体制で、まだ本当にス

タートしたばかりでございます。 

 一応、スケジュールは、まず第１フェーズから第４

フェーズまでの中で、第１フェーズでは、全体計画を組

み上げ、評価範囲、評価方法の決定、体制と取り組み日

程の検討等ここまで進めてきていますが、若干、遅れ気

味です。 

 次に関係会社、あるいは拠点別のプランニング作業に

具体的に入っていくわけですが、来年４月以降、全社レ

ベルの統制の文書化と統制評価、あるいはプロセスレベ

ルの統制の文書化と統制評価。こういったことで約１年

かけて構築をしていこうということで、再来年の４月以

降、その作業に実際に入っていくというスケジュールを
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想定しています。 

 まず、基本方針として私どもが考えたのは、やはり単

なる法的な対応ということではなくて、それなりのコス

トがかかることは自明の理でございますので、そのコス

トに見合った、あるいはそれ以上の成果を求めていかな

ければいけない。その成果というのは、先ほど第一部で

最後に中村先生がおっしゃった、企業価値の向上、まさ

にそれではないかと考えています。 

 成果最大化のためには業務プロセスの見直しと業務の

適正化、効率化。これは当然やっていかなければならな

いのですが、さらに加えて、その過程において人材の育

成というのも一つの大きなポイントになるのではない

か。具体的には業務における知識の取得、スキルの向

上、あるいはコンプライアンスの遵守。リスク管理、あ

るいは高い倫理観、強い責任感といったような、そうい

う人材育成の場にそれを活用していけないか。そして企

業全体として、いかに社会的責任を遂行するかという視

点でこのプロジェクトを進めていきたいということで

す。 

 ただ、気をつけなければいけないのは、最初から直接

的に、この内部統制制度の対応がそのまま経営改革、企

業価値向上を目指すものかというと、決してそうではな

くて。それはむしろ、その対応をテコに、中長期的な視

点で経営改革なり、企業価値向上へ結び付けていかなけ

ればいけないのではないか。現在、そういう考えで進め

ているわけです。 

 この内部統制制度への対応ということを通じて、これ

をむしろ脅威（ピンチ）とするのではなく、チャンスと

してとらえて前向きに取り組んでいこうということで

今、進めているわけでございます。たいへん簡単ではご

ざいますが、私どもの会社の実情のみ、ご報告申し上げ

ました。以上でございます。 

 八田 どうもありがとうございました。企業側におき

ましては、特にアメリカのＳＯＸ法と略称される企業改

革法404条の規定にのっとって、日本でも米国における

公開会社として31企業グループがあるということから、

先行するかたちで、かなり詳細な内部統制実務が導入さ

れており、それが日本にも上陸するのではないかとい

う、脅し文句的なメッセージがはびこっていた時期があ

ります。ちょうどこのキッコーマンさんは、おそらく平

均的な会社なのかなと。本音のところでお話しいただき

まして、ちょうど情報を共有できて、楽しい話が後半で 

 

 

 

 

 

 

 

きるかなという気がします。 

 お二人目は企業評価の視点からということで、アナリ

ストの引頭さん、よろしくお願いします。 

 引頭 私は企業評価者の立場から申し上げさせていた

だきたいと思います。先ほど八田先生から公開草案のご

説明があったかと思いますが、私どもとしては内部統制

そのものというのは、すでに多くの企業の中で確立され

ているものと理解はしております。ただ、しかしなが

ら、その証拠を示せと言われても、外部分析者からはそ

の証拠が得られないというのも実情でございます。 

 現在のディスクロージャー体系の中で言いますと、ま

ず有価証券報告書に記載されていますコーポレートガバ

ナンスの状況の項目で少し知ることができます。また、

こちらにいらっしゃいます長友先生の東京証券取引所の

ほうで、今年度から提出が義務化されました、コーポ

レートガバナンス報告書がありますが、この中の「Ⅳ 

内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備

の状況」という項目において、かいま見ることができ

る、そういう状況となっています。 

 ただ、記載されている内容を少し詳しく見ますと、体

制に対する記述がすごく多いのです。取締役会をどのよ

うな体制で監督しているのか、あるいはコンプライアン

スの体制であるとか、危機管理の体制等々、企業によっ

て書き方は様々ではありますけれども、今申し上げたよ

うに、体制についての情報がほとんどになっているわけ

です。 

 こうした体制についての情報を、あえて「静的情報」

とよばせていただきますと、「動的情報」に関する記載

が圧倒的に少ないのが特徴なのではないでしょうか。

「動的情報」というのは、その運用の適正性についての

情報とあえて定義させていただきますと、残念ながら今

のところ、外部分析者の立場からはそれを得るすべはあ

りません。つまりブラックボックスとなってしまってい

るわけです。 

 実は先ほど申し上げた、東証さんが提出を義務づけら

引頭麻実氏
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れているコーポレートガバナンス報告書には記載につい

てのガイドラインがあるわけですが、その中の一つにこ

ういう文言がございます。 

 「構築したシステムが設計したとおりに運用され、成

果を挙げているかを検証できる仕組みとなっているかに

ついての説明に加え、経営面への貢献等について記載す

ることが考えられます」と記載されているのですが、実

際、そこまで踏み込んだ例というのは、今は極めて少な

いのかなと思います。 

 こうした中で、内部統制の運用の適正性を評価するに

は、やはり客観的な第三者が行う必要があるのではない

でしょうか。そう考えますと、今回、提出されました公

開草案の内容が実施されるのであれば、外部分析者にと

りましても初めて動的な情報について、もちろん直接的

な情報というわけではないのですが、客観的な第三者の

評価というかたちで得ることができるようになりますの

で、こうした点については高く評価したいと思います。 

 ここで企業分析者の立場から、今回の内部統制評価制

度導入というのは二つのポイントがあると考えられてい

ます。非常に当たり前ではありますが、一つは財務報告

の信頼性が増すということ。もう一つは、企業価値を高

めるための前提条件が一つ整うのではないかということ

です。 

 まず、財務報告の信頼性が増すという点におきまして

は、今回の制度導入の最大の目的の一つであり、皆さ

ん、異論がないと思っています。最近、私どもが少々

困ってしまうことがあります。それは決算短信とか有価

証券報告書の訂正がとても多いことです。もちろん、こ

の中にはほほえましいといいますか、うっかりミスも多

くあるのですが、そうではない、根が深いケースもある

わけです。今回の制度導入によりまして、少なくとも根

が深いケースについては減少するのではないかというこ

とが想定されます。 

 内部統制評価制度導入の最大の手間といいますか、問

題点というのは、業務フローのドキュメンテーション化

にあると言われています。ただ第三者に評価してもらう

ためにはドキュメンテーション化、つまり可視化といい

ますか、見える化といいますか、これはもう不可欠です

ので、これは避けて通れないだろうと。 

 従来はそうしたドキュメンテーションなしに、暗黙知

というかたちで業務が行われてきたような面もあったか

と思います。ですが、そうした業務フローが可視化され

れば、人為的なミスが防げるとともに、特定の個人に依

存して業務が進んでいく、そうしたケースも少なくなる

のではないでしょうか。これは財務諸表利用者にとって

たいへんメリットが大きいと考えています。 

 もう１点の企業価値を高めるということですが、いく

ら業績が非常によい企業であっても、やはり内部統制に

問題があった場合には、そうした好業績が維持できるの

か、あるいは何か環境に変化が起こったときに、対応が

十分なのか、といった点については、財務諸表利用者と

しては心配されるところです。 

 たしかに内部統制が整備されていれば、必ずよい業績

が挙げられますということは絶対言えません。ただ、企

業価値を高めるための前提条件としては、やはりこれは

必要不可欠なものであると、そのように考えておりま

す。以上です。 

 八田 どうもありがとうございました。今、ご指摘の

ように、旧来の組織体系が暗黙知といいますか、きわめ

て属人的な対応が多かったのかなということ。彼、彼女

に任せておけば安心であると。しかしちょうど来年、

2007年問題というのが、よくちまたで言われておりまし

て、例の団塊の世代の一挙退職が始まってくる。やはり

企業側はその経験知といいますか、ノウハウ、あるいは

匠（たくみ）とも思われるような知見をどうやって保存

するかというのは、今回のこの文書化というものにおそ

らくプラスの意味で働くのではないかという気がしま

す。 

 そこで今、東証の議論が出ました。東証は最近、かな

りアクティブなメッセージを発信されておられます。市

場の規制機関という観点から、長友さん、よろしくお願

いします。 

 長友 私からは、これもリスクですけれども、市場の

規制機関というよりは運営者としてお話を申し上げた

い。いまさら財務報告、有価証券報告書等の重要性につ

いて申し上げるまでもなく、ここにお集まりの皆さん方

は十分に認識をしていらっしゃるはずですし、日々、正

確なデータを作成するご努力をなさっていらっしゃると

思っております。 

 我々もこれまで様々な施策を講じてきております。

今、引頭先生からもお話があったように、財務報告にか

かわるものについては、すでに一昨年から、まず確認書

の導入を図っています。一番問題なのは、第一部でもお

話が出ましたけれども、今日お集まりの方々は第一線に
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立っていらっしゃるのですが、経営者の方が認識してい

るかどうか。「社長さん、どうでもいいから、この確認

書、黙ってサインして判子押しておけばいいよ。」これ

ではこの会社は終わりだということです。 

 もちろん、確認書に添付されている内部統制報告書、

なぜ、それがアテストできるのか、自分で宣誓ができる

のかということを確認するということが一番大事だ。そ

のことがひいては有価証券報告書の信頼性がより担保さ

れ、証券市場全体の信頼性にもつながりますし、それぞ

れの会社の信頼性の増大ということも言えるわけです。 

 今回、導入された内部統制報告制度、これについては

これまでの我々が考える上場会社の内部統制に関する考

え方と全く異なるところはありません。引頭先生がおっ

しゃったように、コーポレートガバナンス報告書、これ

についても、様々なステークホルダーに対して、自分た

ちの企業の誠実性を確保するためにどのような内部統制

を取っているか。これをぜひ説明してほしいということ

で導入をしたものです。 

 東証は常に前衛、アバンギャルドとして動くことを期

待されていますので、事前にワーニングを発したわけな

のですが、このコーポレートガバナンス報告書について

は、導入も世界初でありますが、皆様方にとってはさら

に恐ろしいシステムが来年当初に動き出すことになりま

す。来年の春ごろには、各項目について、ユーザーがク

リックをすると、全上場会社の比較データが一斉にソー

ティングされて出てくるというシステムが稼動します。 

 私どもは一方向にこのガバナンスシステムや内部統制

を引っ張ろうという気はありません。ただ、皆さん方が

一番ぴったりと思うようなシステムを構築され、ステー

クホルダーに説明をされ、支持を受ける。そのためのデ

ファクトスタンダードづくりをしたいと考えて導入した

ものです。 

 また、タイムリーディスクロージャーに関する宣誓書

の導入も行いましたけれども、これもただサインをして

判子を押せばいいということではなくて、タイムリー

ディスクロージャーに係るものというのは、リスクマネ

ジメント全体であります。それぞれの企業が持つリスク

を分析し、起きてはならないものについては実際にふた

をし、常に危機感を持ってシミュレーションを行うこ

と。もちろんコストパフォーマンスにも気をつけてです

が。そのことによって企業の運営体制というものが磐石

になる。したがって、その磐石になるということを説明 

 

 

 

 

 

 

 

することは、ユーザーやクライアント全体に対して安心

感を与えることにつながっていくことになります。 

 タイムリーディスクロージャーとは、よくお話し申し

上げるのですが、氷山に例えれば、海に浮いている水の

上の部分は十数％にすぎません。それが重要事実とし

て公表すべきとするタイムリーディスクロージャーでの

開示事項ですが、残りの85％から90％は海の中に沈んで

いる。しかし、それぞれのリスクをチェックをしないで

現実に自分たちが放置をしておくと、海の下のところか

ら小さなひび割れが出てくる。小さなリスクというもの

も、それぞれに填補する必要があるだろうということで

制度を導入したわけです。 

 今回の内部統制について、決して義務だと思わずに、

まさしく自分たちが自分たちの企業の誠実性を確保する

上で、どういうことができるかに常に取り組んでいただ

きたい。八田先生も先ほどおっしゃいました。他の機関

にアウトソーシングして任せっきりではだめだと。おっ

しゃるとおりです。 

 ただ、自分たちがやることによって、大きく得られる

ものが副次的にあります。つまり、それぞれ、たぶん各

社ごとに部門別の縦割り管理というものを行っているの

ではないかと思いますが、それを今回の見直しによって

業務横断的な横ぐしを入れること。そういう分析をする

ことが一番大事です。 

 業務横断的な横ぐしを入れることによって、プロセス

全体の一連の流れに対してリスクコントロールが可能に

なる。当然、業務横断的な横ぐしを入れるということに

なれば、今度の実務指針にも書いてあるとおり、ＩＴの

活用が当然、条件になるということであります。 

 そうした自立的なチェック体制が構築されるというこ

とになれば、リスクコントロールが非常に可能になると

いうことです。そして何より大事なことは、自分たちで

そういったシステムなり、体制の構築を手がけるという

ことによって、驚くべきような副次的な効果。例えば、

非効率的な業務が発見されたり、もしくは効率的な部分

長友英資氏
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についてはさらに注力をして企業の戦略性を増すという

ような効果も生まれると信じています。 

 そして何より大事なことは、自分たち自身が手がける

こと。若い人たちも含めて、手がけることによって、社

内でリスクマネジメントに非常に強い社員ができあが

る、もしくは手に入れることができるということです。

当然、コストパフォーマンスを十分に考えながらです。

これは義務ではありません。なんとなれば、自分たちの

企業の誠実性を確保し、ステークホルダーの信頼をさら

に高めるためにやるのだということをぜひ、お考えにな

りながらやっていただきたいと思います。 

 そういう意味で私は巷間、テレビ等で言われているＪ

－ＳＯＸという言い方は好きではありません。日本独自

の、しょう油味、味噌味の内部統制システムがあっても

全く問題はない。ただ、それは他人のためにやるのでは

なく、まさしく自分たちのためにやるのだということを

念頭に置いて、ぜひ頑張っていただきたいという強い

エールを贈りたいと思います。以上です。 

 八田 どうもありがとうございました。それでは最後

は監査の視点からお話をいただきます。今回の制度が経

営サイドにおける構築と評価、そしてその内部統制報告

書の作成で終わるのではなく、ちょうどそのコンセプト

は現行の財務諸表、そして財務諸表監査というものと同

じかたちで導入されることから、公認会計士及び監査法

人の役割は非常に大きいと言われています。 

 ただ、こちらの監査人サイドが、米国ではエンロン事

件以後、アーサー・アンダーセン・ショックもあったの

か、きわめて保守的、保身の対応を取ったことから、企

業側にもかなりの難題を無理強いしたのではないかとい

うことから、行き過ぎた監査が行われているという批判

もあるわけです。 

 今回は日本では四大監査法人とか、五大監査法人とい

うことで、かなりイニシアチブを取った対応がされてい

るようですが、そうではなくて独自の路線を歩んでい

る、太陽ＡＳＧの梶川さん、よろしくお願いします。 

 梶川 太陽ＡＳＧ監査法人の梶川です。独自の路線か

どうかは別にして、私が今申し上げるお話というのは、

皆様方が接触される監査人の方と、若干相違があるかも

しれません。今、私どもの業界も、この内部統制に関し

ては、相場観という言葉が適切かどうかわかりません

が、まだある程度、手探りの状態なので、これからお話

しする話はかなり個人的な意見でもあると、あらかじめ

お断りはさせていただきたいと思います。 

 監査人から見て、今回の法制化される内部統制制度を

どう考えるかということですが、従来から私ども、財務

諸表監査というのは、皆様方の会社に当然の内部統制組

織があるのだということを前提にさせていただいていた

ということで、監査的な用語でいえば、リスクアプロー

チというかたちで、内部統制の組織を評価して、財務諸

表監査を行っていたものです。その点に関しては実質的

に、今から内部統制組織をつくるというようなお話がも

し、ある会社であれば、実際、そこの監査はできていた

のかというような話になりかねません。本来、ほとんど

の会社ではそれなりに、実質的にはそういう機能が存在

していたと思っています。 

 特段、普通の監査ではない、内部統制組織に、今回の

実施基準などで言われる重要な欠陥であったり、不備が

あった場合でも、とにかく監査の特別な対応でやらせて

いただいたというケースもあるのかもしれませんが、基

本的には財務諸表監査というのは内部統制組織を前提に

行わせていただいたということです。そういう意味では

今回、監査人にしてみれば、どれほど特別なことかとい

う印象はあります。 

 ただ、やはり今ずっとご説明があったように、今回の

法制化の特徴は、まさにその経営者の視点から皆様が独

自に、経営者の内部統制に対する方針というものを非常

に明確にし、それを把握、分析、評価をしていただける

ということです。また、その評価の結果、それぞれ自ら

の仕組みを改善もしていただけるということで、さきほ

どから単語として出しておられる、今まである程度、暗

黙知だったものが可視化して、明示化される。ここはや

はり私ども監査をする立場でも非常に大きな利点を感じ

ます。 

 さらに言えば、そのモニタリングを経営の側でもして

いただけるということですので、このモニタリング結果

を私どもはまたさらにモニタリングをするというかたち

で、利用させていただけるということは、財務諸表監査

の前提となった内部統制組織を私どもなりに評価してき

たものですが、これは私どもの業務を効率的に行うとい

う意味でも、非常に心強い援軍になります。内部統制組

織の整備というものを会社がしていただける。なおか

つ、今言ったステップがあるということは、私どもとし

ては非常にありがたい点でございます。 

 またむしろ、実際には、皆様方のご関心は、経営者サ
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イドから見ての全社的な内部統制の基本方針という点よ

りは、なんとなく今、現場サイド、業務プロセスのお話

がどうしても強くなられているのではないかと思いま

す。 

 この業務プロセスにしても、従前、それぞれ個人に依

存していたというような話は、まさに統制環境の人的資

源のお話です。それぞれの手続きとしては、皆さんの会

社それぞれに手続書等、おありになるのですが、全体が

有機的に一体性を持って俯瞰できるかたちにはなってお

られないということがけっこう多く、作業引き継ぎメモ

ではないですが、それぞれ担当レベルでなんとなく対応

していることが多いと思います。 

 こういうものが重みづけを持ち、かつ有機的に一体的

にご整理をしていただける、それが文書化というもので

あったり、手続書というものであったりします。こうい

うかたちの中で、たぶん業務から生じてくるだろう誤謬

であったり、うっかりミスであったり、また、ある種の

特殊なケースでありますが、不正が防止できるというよ

うなかたちも、この業務プロセスの中の内部統制にかか

わる問題としては、かなり整理がされるのではないかと

思います。 

 いずれにしろ、これは一から構築というよりは、今申

し上げてきたように、実質的に行ってきたことを、まさ

に明示化、一体化、可視化していただくということがか

なり作業の中心にはなられるのではないかと思います。

ただ、その上でこれを全般的な内部統制、全社的な統制

の基本的な経営者のポリシーの下に重みをつけ、その経

営裁量の価値基準で全体をご説明いただけるということ

が、これは私ども監査人にとってだけではなく、たぶん

今度の制度の中で一番重要になるのではないかと思って

います。 

 まさに経営者の説明責任。もう少し個人的に言えば、

まさに意見を宣言し、表明していただく、主張していた

だく、自分たちの会社はこういうかたちで、財務報告の

信頼性を確保するための仕組みをつくっているのだとい

うことを、まさにトップダウンで基本ポリシーから始

まって、その仕組みのつくり方、そして基本的な業務に

及ぶ形を表明していただくということだと思います。 

 これはまさにマーケットに対しての意見表明であると

同時に、私はこの点は組織内部に対する意識づけという

意味で、ものすごく大きな点ではないかと思います。そ

の意識づけ自身があることが、内部統制の制度の中で統 

 

 

 

 

 

 

 

制環境を高めていただけるのではないかという気がして

います。 

 そのような中で、ではこれから監査人は、この内部統

制監査と財務諸表監査をどのように組み合わせていくか

ですが、これは八田先生に創作していただいたお言葉を

お借りすれば、一体監査、相互融通監査であります。ま

さに八田先生がおっしゃるとおり、我々監査人は、冒頭

申しましたように、そのそもそもの目的論としては、今

回の内部統制制度の財務諸表の信頼性の担保のために従

来から財務諸表監査を行っているわけですので、目的を

同じにする作業において、お互いにコンフリクトする部

分があったり別々にということはあり得ないことです。 

 結論的に言えば、財務報告の信頼性が担保されるとい

うことが、企業にとられても、まさに我々監査人の財務

諸表監査、また内部統制監査にとっても唯一の、絶対

の、目的であります。 

 ただ、内部統制の監査では、そのプロセスをある程度

の基準に基づいて標準的に監査させていただくという内

容は当然伴いますので、ここで得られた心証を、財務諸

表監査をより効率的にさせていただく、その礎にしてい

ければ、両者の監査が非常に相互補完的に行っていける

のではないかと思っています。 

 反対に従来の財務諸表監査は、これから皆様方が内部

統制の統制上の要点ということでお考えになり、その手

続きを補完されていく上で、参考になさるものと思いま

す。過去、私どもが財務諸表監査で、虚偽記載という程

のことではなくて、決算を締めて、その途中でご修正を

お願いしたことであったり、内部統制上の問題点として

お話しさせていただいたようなことは、今後、特に業務

プロセスという点になるのかもしれませんが、その帰納

法的なアプローチとして、内部統制上のリスクのファク

ターを探っていただける一つの参考にはなるのではない

かと思います。 

 このあたりの内部統制上の要点というのは、帰納法的

に、こういう問題が起こったから逆に何かこういう手続

梶川 融氏 
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き上の瑕疵があるだろうという探り方と、手続きフロー

を並べて、逆に演繹的に、どこの牽制力が弱いというよ

うな探り方と、両者おありになると思います。そういう

意味で言えば、財務諸表監査のある種の結果を十二分に

生かしていただければ、帰納法的アプローチの意見交換

には非常に有用な部分があるのではないかと思います。 

 演繹的にアプローチされるリスク。このリスクの発生

確率みたいなものに関しましては、まさにこれが、経営

者サイドから見た重みづけというか、ある種、経営の裁

量としてのリスクの評価という視点を大いに発揮してい

ただいて、合理的なご説明をお聞きすることによって、

監査上の許容できる範囲というものを考えていきたいと

いう点が非常にあります。 

 これは先ほどから再三言われるように、トップマネジ

メントが自らのご方針でご説明いただき、その評価の範

囲を決定していただき、また評価の範囲の中で全社的統

制に関してはもちろんそうですし、業務プロセスについ

ても、まさにこういう自らのリスクのコントロールポリ

シーで、こういう手続きを入れていくという点を示して

もらうことが極めて重要です。 

 これに対して私どもは、ある程度、合理性のあるもの

である限り、それはある種の経営的な判断と考えます。

もちろん、ミニマム売上高の３分の２、税引前５％とい

うような具体的指標はあります。ただ、これはかなり、

本当にある意味では最低限というか、大きなリスクで、

たぶん会社自身はこんなリスクを許容されるとは、とう

てい思えません。ですからその範囲内で、どの程度のリ

スクコントロールをされるかということは、会社のリス

ク管理ポリシーであり、私どもとしてはそれを非常に参

考にして考えていきたいと思っています。 

 ここまでは、業務プロセスの話になってしまったので

すが、私どもが監査上、一番お願いしたいと思う点は、

今回の実施基準案の中にもいくつか触れられていました

が、今の会計の中には、予測であったり、見積りであっ

たりという、決算の非定型プロセスが一番、ある意味で

は最終的な財務報告に影響いたします。この予測、見積

り、こういうものは事業行動の基本的な事業計画等を含

めた意思決定の合理性と透明性にきわめて依存するもの

です。 

 その部分の内部統制というものを非常に今回、ご留意

いただきたく思います。実際に財務報告が作成されてい

く過程の中で、この予測、見積りというものの影響は、

先ほどの小さな業務プロセスから出てくるミスの累積と

いうものの比ではございません。ぜひ、この予測、見積

りに関する内部統制組織、内部統制の基本的ポリシーと

いうものを確立していただければ、財務報告の信頼性の

担保という、私ども独立した第三者の監査人としての業

務を果たすという意味でも、非常に有益だと思います。 

 あとは連結グループであったり、環境の変化にどう対

応されるかみたいな課題はいくつか感じるところはござ

いますが、時間の関係もございますので、このへんにさ

せていただきたいと思います。 

 八田 どうもありがとうございました。今の梶川さん

のご発言にもありましたが、これまで公開会社たるも

の、全くもって内部統制がなかったということは信じた

くもないし、あり得ないのではないかというわけで、当

然ながら、この実施基準案も所与のものを全面的に受け

入れるという姿勢を縷々示しているようです。 

 例えば、評価手続等の記録の保存というところの文

章、またゆっくりお読みいただきますが、こんな表現が

あります。「なお、記録の形式、方法等については、一

律に規定されるものではなく、企業の作成、使用してい

る記録等を適宜利用し、必要に応じ、それに補足を行

なっていくことで足りることに留意する」ということ

で、米国では、例えばゼロからの旅立ちのように、ド

キュメンテーションで非常にコストがかかった、時間が

かかったということについても、かなりの配慮を施した

実施基準案になっていると説明がされているわけです。 

 

≪「内部統制制度の制度化」について≫ 

 八田 これで一応、４名のパネリストの方々にご発言

いただいたわけですが、これからは二つ三つ、論点を

絞ってご討議いただこうと思います。今日のテーマは、

そもそもはいわゆる2008年度の強制適用といいますか、

制度化という点が一つ大きなテーマです。そこでこの制

度化に関して、企業の実態、今の姿から見て、これまで

の対応と何が違うのか。あるいはちまたで、いろいろな

ところで混乱が生じていると言われていますが、それぞ

れのお立場でどのようにお感じになるのか。もう一回、

確認させていただきます。 

 堀切さん、企業人としていかがですか。 

 堀切 私どもの会社は株式会社化して90年、個人経営

のときから数えますと300年以上続いてきた会社です。

そういう中にありまして、私個人としては、内部統制と
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いう言葉がどうもしっくりこない。内部統制はすなわち

企業活動そのものだという話があるわけですが、いった

い今までやってきた企業活動の中に内部統制というのは

なかったのかどうか。それはどこの会社の方も同じよう

にお感じになられることではないかと思います。 

 ただ、先ほどもお話がありましたが、やはり暗黙知と

しては存在したけれども、それがかたちになっていな

い。あるいは経営トップが主体的にそれに取り組んでき

たかどうかというと、それも必ずしもそうでもない。そ

ういう点で見直さなければいけないところ、むしろ見直

すことによって、より業務プロセスを効率化したり、合

理的な企業活動にもっていける。そういう利点をあらた

めて見直す必要があるのではないかということは感じて

います。 

 また特に財務報告にかかわる内部統制の制度化という

ことについては、正直な話、当初、そのきっかけは証券

取引法上のディスクロージャーにおいてのいわゆる不適

正な事例が発生したこと。それによって、ディスクロー

ジャーの信頼性確保のために内部統制の充実を図るとい

うことで、この制度化が進められてきました。 

 まじめにやっている企業からすれば、一部の企業の不

適正な事例で、大部分の他の良心的な企業にとっては対

岸の火事であったわけですが、知らない間に、その火の

粉がかかってきてしまい、迷惑な話だというのが、正直

な感想だったのではないかと思います。 

 ただ、一方で、やはり財務報告を巡る環境の変化とい

うのは非常に激しくなっています。例えば四半期開示で

あるとか、決算発表の早期化、あるいは会計制度等の改

定。また各企業の成長に伴う拡大あるいはグローバル

化。そしてＩＴ対応等々。諸々の環境変化、財務報告だ

けにかかわりませんが、その変化にどう対応していくか

という部分。これまで財務報告に問題がなかった企業

も、これからもずっと今までと同じようなやり方で問題

がないという保証はどこにもないわけです。 

 そういう意味から言うと、単なる一部企業の不祥事に

よる制度化ということではなく、企業自らが経営環境の

変化に対応していくという中で、必要な新しいルールを

どうとらえ、その中でどう成果を挙げていくかというこ

とが重要なことではないか。またそれが企業力の優劣に

つながっていくのではないかと考えています。 

 八田 今の堀切さんのようなお考えをすべての企業が

お持ちいただけると非常に優等生になるわけですが、引

頭さん、そうは言っても、やはり多くの企業で被害者意

識といいますか、当然、規制が新たに始まるわけですか

ら、そういう意識があるわけですが、そのあたりをどう

やって払拭すればいいでしょうか。 

 引頭 三つの点を申し上げたいと思います。私はよく

事業会社の方から、こういう内部統制システムを構築す

ると株価は上がりますかということを聞かれたりするこ

とがあります。先ほど内部統制の整備をしたからといっ

て、業績が上がるわけではないというお話をさせていた

だきましたが、当然ながら、株価にも同じことが言える

と思います。 

 ただ、その企業が株式を公開している、つまり資本市

場を通じて、投資家から資金を得て事業を展開している

以上、市場の信頼性の確保という観点から、やはりこれ

は整備すべきものであると考えます。たしかにコストと

いう点では手間を含めてかかると思いますが、これは資

本市場での公開を維持するための一種の入場料ではない

かと思うわけです。 

 ２点目ですが、次によく質問されるのが、内部統制シ

ステム構築のためのひな型というのがありますかという

ことです。今まで、八田先生はじめとしてパネラーの

方々がお話しされたように、ひな型はないというのが率

直な思いです。個々の企業の規模、いわゆるグループ企

業の数であるとか、業種、こういうものによって、やは

り内部統制システムの性質というのは変わってくるはず

だと思うわけです。 

 もっと簡単に申し上げると、先ほど、梶川先生がおっ

しゃっていたように、企業規模や業種によって、リスク

の度合いというのが全く異なるのではないかと思うので

す。つまり、そのリスクの高さに応じてシステムを構築

すべきということがポイントではないでしょうか。リス

クが少ないにもかからわず、その部分に対して手厚く何

かやる必要はないと思いますし、一方でリスクが高い部

分というのは、かなり手厚くやらなければいけない。リ

スクも分けて把握する必要があるということかと思いま

す。 

 このように見ますと、内部統制システムというのは

個々の企業によって異なる、あるいは異なって当然だと

いうのが帰結なのかと思います。先ほど、堀切先生の資

料の中で、個々の組織が置かれた環境や事業特性によっ

て異なるということが公開草案に書かれていたという資

料をお示しいただきましたが、まさにそのとおりかと思
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います。 

 そう考えますと、今回の大きなポイントというのは、

リスクの評価を経営者がどのようにして行うのか。その

リスクをどうとらえるのかという点にあるのではないで

しょうか。またこれが監査の結果に対して大きな影響を

与えるのではないかと考えております。つまりどうやっ

てリスク評価をして、そのリスク評価をした理由は何か

ということを監査人に対してどれだけ説明できるかとい

うことではないでしょうか。これによって、いわゆる手

間の部分も、かなり効率化できるのではないかと思いま

す。 

 最後の３点目ですが、これは３人のパネラーの方々が

おっしゃり、さらに堀切先生はもうすでに取り組んでい

らっしゃるということなのですが、やはりプラス思考で

内部構築、内部統制のシステム構築に臨んでいただきた

いということです。制度対応ということで受け身で取り

組まれている会社というのはなきにしもあらずなのかな

と見受けられます。 

 ただ、やはりやらなければいけない以上、またお金も

人的リソースも投入するわけですが、自社の内部システ

ムの弱み、強みというものがあぶり出されて、より強固

な企業体質が構築できる好機になるのではないかと思っ

ています。被害者意識というよりは、むしろ体質強化に

向けてのまたとないチャンスととらえて臨んでいただき

たいと思う次第です。 

 

≪新制度導入に伴うコスト負担について≫ 

 八田 ありがとうございます。今、このリスクの評価

とか、あるいは様々な人的リソースがかかることでコス

トに結びつくというのが一般的に言われており、特に米

国の場合には、この財務諸表監査と並んで内部統制がら

みの監査。この監査報酬だけでも既存の財務諸表監査報

酬に匹敵する金額が支払われた。それ以外にもＩＴ業

界、コンサル業界、さらには企業内組織の内部監査部門

の充実等々を加えると、さらにその何倍かのコスト負担

になったということで、もうこれは非常にクレージーな

状況が指摘されているわけです。 

 梶川さん、やはり日本も今、悲鳴が起きるのではない

かと予告されているのが、米国404条対応の実務をその

まま、監査人側のほうで強いてくるのではないかという

企業側の予測なわけですが、こういった点についてどの

ような感想をお持ちでしょうか。 

 梶川 なかなか発言させていただくのは難しい点があ

るのですが、今、ずっとリスクの話題が出ていました

が、今回の制度というのは本当に会社経営者が、その自

らのリスクをご評価いただく。この点はきちんと私ども

にご説明をいただけるということが一番重要であって、

この点のご説明をきちんとしていただければ、当初、ア

メリカで行われていたような監査を無理に多大なコスト

をかけて行い、かつ会社に多大な負担になることはない

のではないかと思っています。 

 というのは、合理的なご説明なく、ある意味では監査

人に丸投げ、リスク評価自身を丸投げというような例が

米国対応の場合にはあったと思います。そうなると、や

はり監査人の行動原理としてはリスクはミニマイズする

しかないわけで、二つ選択肢があれば、片方をやる。リ

スクがなくなるものを、永遠に何万点リスクポイントが

あった、コントロールポイントがあった。全部、なくす

というようなことになります。 

 これはリスクの評価がある意味では監査人にかかって

くると、こういうかたちを取らざるを得ません。これが

今回は、私どもは間接的に見せていただくので、そこを

いかに合理的に説明していただくか、自分のところのリ

スクについては会社が一番ご存じなのですね。これを自

らが合理的に、我々にご説明いただき、我々がまたマー

ケットに対して、そのリスクの評価に対して、ある許容

範囲の合理性を担保していければ、冒頭、今ご質問の

あったような、いたずらに会社にコストを強いることに

は、監査コストもそうですし、会社自身のコストもそう

いうかたちでご負担になることはないのではないかと

思っています。このリスク評価というところを本当に合

理的に、横並びではなく、自らの会社のリスクをぜひ、

ご評価いただきたいと思います。 

 八田 ということは、やはり再三、どなたもおっ

しゃっているように、経営者の主体性を重視した取り組

みが必要になってくるということでしょうが、長友さ

ん、先ほどからご指摘いただいていますが、いつものご

発言でも経営者に対する熱いメッセージが発せられてい

ます。この内部統制構築に向けての対応策として、いわ

ゆるどのような視点があるとお考えでしょうか。 

 長友 何度も申し上げるのですが、例えば今回の内部

統制報告制度が導入をされて、経営者は自社のこういっ

たシステムについての評価、報告を実施し、報告書につ

いて公認会計士による監査を受けることになるという制
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度ですけれども、この内部統制制度導入の目的というの

は、公認会計士による監査を受けることでもなく、評価

や報告、それが真の目的ではないということをぜひ、ご

理解をいただきたいということです。 

 当然、この導入の目的というのは、この内部統制制度

を充実することによって、個々の開示企業にとってみた

ら、何よりも業務の適正化、効率化といったものを通じ

た様々な利益を生じることとなるというスタンス。それ

から各社のディスクロージャー、それの全体の信頼性、

それから内外の信認というものを高めるということを常

に念頭に置いてご対応いただきたいと思います。 

 先ほどから皆様がおっしゃっているように、内部統制

の目的というのは、これまで明示はされていなかったの

ですが、従来から全く変わっていないのです。このこと

が導入されたからといって、何も変わることはないとい

うことです。従来は別としても、今、最初からごまかす

つもりで、最初からうそをつくつもりで財務報告をつく

ろうというような企業は、まず皆無であると私自身は信

じています。 

 しかし、それぞれの企業、先ほど、内部統制という言

葉はしっくりこないというご発言もありました。確かに

内部統制という言葉をこの際捨てて、リスク管理という

ことを考えていかれるのも一つの手ではないか。例え

ば、営業の一線に出た方が喜んで戻ってきて、「10億の

契約を取ってきました」と。しかしこれを誰がチェック

をして、相手方と対応、コンタクトを取って、その10億

の契約というのが本当に存在しているのかどうか。その

後の支払いはどうなっているのかというようなリスク

チェックをしない限り、財務報告どころの騒ぎではない

ということが言えるわけです。 

 また、財務報告をつくる過程の中では、日常の企業の

活動というものがベースになっているわけです。思い起

こしていただきたい。よくいろいろなことでご紹介を申

し上げるのですが、今から６年ほど前に出た大阪地裁の

判決、これは当時の大和銀行に絡む、ニューヨーク支店

を中心とした為替取引によって数千億円のマイナスが出

た事件です。そのままファイナンシャルリポートに表示

がされて、なんのチェックもできなかったといったとき

に、大阪地裁はなんと言ったかというと、もちろん敗訴

して賠償請求命令を出したのですが、まず第一に大阪地

裁が言ったことは、こういうことなのです。 

 「健全な会社経営を行なうためには、目的とする事業

の種類、性質に応じて生じる各種のリスク。各種のリス

クというのは、様々に解釈されていますが、この判決は

はっきりと明示しています。例えば信用リスク、例えば

マーケット、市場リスク。流動性リスク。事務リスク。

これは重要なところです。それからシステムリスク。そ

ういったものを正確に把握をして、このリスクを、先ほ

ど申し上げましたように、適当に適切にコントロール、

制御すること。すなわちリスク管理が欠かせず、会社が

営む事業の規模、特性に応じたリスク管理体制、カッコ

書きで、『いわゆる内部統制システム』が必要であ

る。」と。内部統制システムとは、まさしくリスク管理

体制を整備しておく。そうであれば、正確な財務報告と

いうものができるし、企業の経営陣にとってみても、自

社の会社の財務状況がどうなっているかが棄損している

ような状態では、勇猛果敢な戦略に基づいて前に出るこ

とができないし、他社との競争状態に勝てることがな

い。 

 したがって、自社の競争力を高めるためにも、もう一

度、足下から分析をされることが一番大事ですし、one 

size doesn’t fit all、つまり一つの基準ですべてに当

てはまるようなものはないということを念頭に置かれな

がら、経営者自らがそのことを高く認識をして、突撃体

制に入っていただきたい。そういう意味で、冒頭申し上

げたように、私どもは強い、大きなエールを贈りたいと

思っているわけです。 

 八田 ありがとうございます。ところでやはり企業側

から見ると、旧来もあったと言われても、やはり新たな

取り組みをしなければならないということで、堀切さん

のところの作業、これから進められていくと伺っていま

すが、企業人として、このコストという問題に関しては

どのような意識、あるいは認識をお持ちなのでしょう

か。 

 堀切 正直申しまして、本当に頭の痛い問題だと思い

ます。今までかかっていなかったコストがかかるように

なるということ、これは今いろいろお話があったことか

らすれば、当然、企業として負担しなければならないコ

ストとは言いながら、実際、それがかかってくるという

ことは企業としては非常に頭の痛い問題であることは、

おそらくどちらの企業でも同じではないか。 

 とくに米国の事例、あるいは日本でも先進的な企業の

もうすでに取り組まれているお話等を聞きますと、たい

へんな人的コスト、金額的コストも含め、経済的コスト
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は非常に、考えている以上に大きいということ。それば

かりがどうも頭の中にいっぱいになっています。 

 実際に私どもも今、まだスタートしたばかりですが、

具体的にどのくらいのコストや労力がかかるかといった

ところまでは判明していませんが、かかることだけは間

違いないだろう。とくに、人的な資源の問題、またＩＴ

投資の問題、そして一部コンサル費用等もかかってくる

のではないかと考えています。 

 ですからいかにそれを少なく、より効率的に進めるか

ということがポイントになってくるだろうという点で

は、やはり初期の段階でのプランニングに十分な時間、

労力をかけて、そこをきちんと築いていけば、不必要な

コストを削減できるということはあると思います。た

だ、実際にコストがかかってくるということ自体は、こ

れは避けようがないことです。 

 また、導入したからといって、それで終わりというこ

とではなく、やはりそれは永続的にそのモニタリングを

していかなければいけない。見直しをしていかなければ

いけない。そのコストも頭に入れておかなければいけな

い。 

 そういう意味では、やはり目に見えるかたちでの成果

というよりは、むしろ中長期的な視点で、経営コストの

中にそれを織り込んでいくという発想でいかないといけ

ないのかなと感じています。 

 

≪今後の内部統制制度強制適用に向けて≫ 

 八田 ありがとうございます。だいぶ時間もせまって

きました。もともとこの内部統制報告制度は、冒頭、私

も申し上げ、あるいはパネラーのほとんどの方々の共通

認識でご発言ありましたが、いわゆるディスクロー

ジャーの信頼性のさらなる向上、あるいは市場における

ステークホルダー、投資家の保護という観点で強制適用

になってくるというわけです。この市場関係者がこの制

度に対して、今後、対応する立場、あるいは評価する立

場、あるいは見る立場、読む立場、いろいろな視点があ

ると思いますが、こういった市場の関係者の方々に対し

て、留意すべき点がもしあるならば、長友さん、簡単な

メッセージがあればご発言いただけますでしょうか。 

 長友 我々としては皆様方にエールを贈っています。

さらに競争力を増すような内部統制報告をつくっていた

だきたい。今、コストの問題が出ましたが、ミスを犯す

ことによるレピュテーションリスク、それによって失う

コストとかけるコストと、どちらが大事かということは

当然、考えていただきたいと思います。 

 当然、なんでもいいから、ＳＯＸ法のように、サーベ

ンス・オクスレー法のように、国民総生産の0.5％とか

１％引き下げるような、そんなメチャクチャな対応をす

る必要はない。ただ、足下を見据えた上でぜひやってい

ただきたいということですし、発生することによるレ

ピュテーションリスク、もしくは訴訟リスクのほうが

もっと怖いということであれば、さらに効率的な経営を

行う。適正な企業運営を行うということを念頭に置いて

いただきたい。市場関係者としても、そこは十分にお願

いを申し上げたいということです。 

 最後に申し上げますと、何よりも、マーケットに出て

いらっしゃる方々というのは、社会の公器と言われま

す。よく、私がテレビなどで「社会の公器」と言った

ら、私の言葉かと言われていますが、そうではなく、今

からすでに80年ほど前、アメリカのルーズベルト大統領

が米国における1933年法、1934年法を導入するときに

言った話です。 

 マーケットに出る企業というのは、今まで顔の見える

株主から、顔の見えない、顔も見たことなければ、話し

たこともない、一般の大衆の人たちからお金を預かる、

そういう企業になるという意味では、経営者はいわば受

託者の立場に転換をするということです。一般市民から

資本提供を受けて、しかも社会の活動の活力の源になる

ということから、まさしく社会の公器だと言われている

ところです。 

 いまこそ、まさしくそれが競争力の強化にもつながる

ということを考えて、しっかりとした体制を取っていた

だき、常にリスク（レピュテーションリスク、あるいは

それ以上のリスク）を防止する体制のことでもあるとご

理解をいただければと思っています。 

 八田 引頭さん、いかがですか、一言で。 

 引頭 今、長友先生がおっしゃったように、リスクの

評価が一番のポイントだと思っています。先ほど堀切先

生がおっしゃったように、１回、内部統制を構築したら

終わりということではなく、環境が変わると当然、リス

クも変わります。それに対してまた内部統制システムを

再構築する。そうした仕組みが社内に根付くことで、や

はり結果的には企業価値向上に結び付くと信じていま

す。 

 八田 ありがとうございます。米国の場合も、コスト



－  － 
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がかかったとか、いろいろなネガティブな情報もありま

すが、実はポジティブな反応もあるわけです。これが

100％否定的な状況であるならば、もうこの制度自体は

とうに崩壊しているわけですが、ポジティブな部分の一

つとして、さっき堀切さんからもありましたが、こう

いったかたちで全社的に、あるいは業務の末端にまで、

行き過ぎてはいるけれども、見直したことによって、非

効率、不能率といった部分がごろごろ出てきたことに

よって、業務改革、組織改革、経営改革に大いに貢献す

ることができた。それは場合によっては、ベネフィット

かもしれません。 

 日本の場合には、そうは言っても、やはりある程度、

市場で受け入れられる、企業で負担できるぐらいのコス

トで対応できるような制度にしたいという当局の強い思

いもあったようですし、部会でのご議論もありました。

その意味で今回、冒頭、申し上げましたように、いくつ

か数値をお見せすることによって、かなり大英断の下に

おいて簡素化、簡略化したような考え方をお示ししてい

ます。 

 これをもって、規制強化の象徴とも捉えられているＪ

－ＳＯＸというものに対して、正確な理解をお持ちいた

だきたいと願っています。思えば、一時、日本の女子学

生発のルーズソックスというものが登場した時がありま

した。つまり、かなり緩やかな靴下ということでのルー

ズソックス。これが流行りはじめたときに非常に眉をひ

そめたシルバー世代も多くいましたが、今これは日本発

で、国際的なファッションにもなって、デファクトスタ

ンダードにもなっているのではないかと思われます。し

たがって私はＪ－ＳＯＸは好みませんが、ルーズＳＯＸ

でいきたいと、このように考えているわけです。（笑）

ただその場合であっても、やはり着こなすための、自社

の体型に合った、あるいは身の丈の財務内容を踏まえた

構築をしていただくということが、経営者に委ねられた

責務であろうと思います。 

 「情けは人のためならず」という諺があります。これ

は巡り巡って必ず自分のためになるから、人に情けを施

しなさいということが正しい理解です。最近、学生は全

く逆の、相手のためを思ってやるのが情けだというよう

に言っていますが、そうではない。そうなって考えてみ

ると、経営者にとって、この内部統制はステークホル

ダーのためならず。つまり経営者のためなのだというこ

とがご理解いただけるのではないかと思います。 

 では、これにてパネラー４名の方とのご討論を終わら

せていただきます。ご清聴、ありがとうございます。

（拍手） 

 多賀谷 非常に貴重なお話をいただきまして、活発な

ご議論を伺って、たいへん参考になったと思います。本

当に皆様、ありがとうございました。 

 長時間にわたりお届けしてまいりましたプロネクサス

総合研究所開設記念フォーラムも、そろそろお時間がせ

まってまいりました。たいへん貴重なお話を会社法、そ

れから金融商品取引法、また実務も踏まえてお話をいた

だきました。これにて本フォーラムを終了させていただ

きます。皆様には長時間、たいへんありがとうございま

した。これにて閉会とさせていただきます。（拍手） 

 

 

（本稿は2006年11月28日に開催された、当研究所開設記念

フォーラムの講演内容をまとめたものです。） 
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